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一一一東および東南アジアの事例一一一

と経済発展

ぉ

生村
幸本川油

から生じる乱れによって，不明確な結果しか得ら

れないおそれは充分ある」（注的。

この難点を克服するために溝口・寺崎が提案し

た方法は，各国の具時点間比較と間際比較とを組

み合わせることである他的。第 1図に示されたよ

うに，いくつかの国の異時点聞の変化を組み合わ

せて逆U字のカーブを見出そうというわけであ

る。本稿で試みたのはこのようなアプローチであ

る。対象としたのは東および東南アジア諸国のう

ち，時系列的に比較可能なデータの揃った日本，

はじめに

I 経済発展と所得分布の不平等

II 絶対的貧困化

III nーレンツ曲線の「盗みJ
おわりに

補論

経済発展と所得分布の不平等度の関係に関する

研究は1940年から50年代にかけてのコーリーン・

クラーク（ColinClark）やサイモン・クズネッツ

じめにt立

マレーシアおよびタイの5カ国であ台湾，韓国，

る。

の研究に始まる（注 l）。彼らは経

済発展の初期の段階では所得分布は不平等化する

が，

(Simon Kuznets〕

本稿は所得分布と経済発展の関係を三つの観点

から検討することを目的としている。ひとつはク

ズネッツの逝U字仮説で知られる所得分布の不平

やがては平等化に転じるという関係を見出し

この関係は「クズネッツの逆U字似説」と呼

「逆U字Jとは縦軸に不平等度，

た。

国別の時系列変化による分析の仮説例

下：
~ 

第 1図

／イゲτx
ジ
ニ
係
数

横

軸に経済発展度を示す指標をとったグラブ上に描

かれる軌跡による。

クズネッツ仮説の検証は世界各国の所得分布デ

ータが揃うようになった1970年頃から始まる。ポ

ーカート（F.Paukert），アールワリア（M.S. Ahlu・ 

ばれている。

1人河り GNP（特定年次のUSドル換算）

（出所） 溝口敏行・寺崎康博「経済発肢と所得分配
一一東および東南アジア諮問の経験を中心として
一一J （荒賀賢治郎編『戦後経済政策論の争点』
3あ箪苦手房 1980年） 394ページ。

『アジア経済』 xXVIIl-5 (1987. 5〕

クズネッ

これ

らの研究は，溝口・寺崎が指摘するように闘によ

って等質ではないデータを用いるという難点を持

しかし，

walia)C注2）等はこれらの結果を用いて，

ツ仮説を支持する結巣を得ている。

たとえ悶家聞に逆っているCtU）。「したがって，

U字仮説が成立しているとしても，統計の性格蓋
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等度と 1人当り GNPの関係であり，もうひとつ

は絶対的貧困化の問題であり，三つ目は「中所得

層」のシェアの変化に関するものである。

本穣の構成は次のとおりである。まず第I節の

1ではサンフ。Jレ数は小さくなるが国別にクズネッ

ツ仮説の検証を行なう。被説明変数にジニ係数，

説明変数に 1人当り GNPとその二乗をとった回

帰分析を行なったところ，一部の国については農

業の GDPに占めるシェアを加えなければならな

かったが，いす？れの国も逆U字型となった。第I

節の 2では溝口・寺崎の方法で，これらの国々を

合わせてクズネッツ仮説の検証を行なう。国際比

較を行なう場合には通貨単位が異なるため，それ

を統一する必要があるが，ここでは公的な為替レ

ートを用いた。そして｜鶏別の場合と同様の回帰分

析を行なったところ，農業の GDPに占めるシェ

アを説明変数に加えた場合にのみ，クズネッツ仮

説は支持された。第 I節の3では， 2と同様の分

析を公的な為替レートではなく，購買力平価を用

いて行なう。購買力平価は，クレイヴィス（I.B. 

Kravis）＝へストン（A“Heston〕z サマース（R.

Summers）（注6）の推計を用いたが，彼らは台湾につ

いては触れていないので，その分析から台湾を除

外した。結果は第I節の 2と同様であるが，回帰

分析の点、からは決定係数も高く，また t値の有意

水準も上がっている。第E節は，クズネッツ仮説

の検証に当たって論争が行なわれてきた絶対的貧

困化について取り上げる。絶対的貧困化の検証に

ついてはいろいろな方法が用いられてきたが，本

稿では所得の低い方から10～20むの層の実質所得

の変化で調べることにした。その結果，東南アジ

アの国々については低所得隠の実質所得が低下し

ていることが明らかになった。最後に第E節は，

経済発展とともに「中所得層」の所得シェアが上昇

するというクズネッツの指摘を取り上げる〈注7〕。

本稿ではカクワニ（N.C. Kakwani〕にならって，ロ

ーレンツ曲線の「歪み」を計測することにより，

これを行なう他的。データの制約から対象は， 19

57年と70年のマレーシアと69年， 75年， 81年のタ

イに限られる。必ずしも，すべての場合について

成立するわけではないが，ローレンツ曲線の「歪

みJが「中所得層」の所得シェアを増大させる形

で変化していることが示される。補論Iは本稿で

用いたデータに関する説明であり，補論Eはロー

レンツ曲線の「歪み」の測定についてである。

（注 l〕 Clark,C., The Conditions of Economic 

Progress，ロ γドγ，Macmillan,1940年／Kuznets,

a，“Economic Growth and Income Inequality，＇’ 

American Economic Revi.ew, 第45巻第1号， 1955

年 3月。

その後の研究のサーベイとしては，溝口敏行・寺崎

康博「経済発展と所得分配一一東および東南アジア諸

国の経験を中心として一一」（荒憲治郎他編『戦後経済

政策論の争点』 効草書房 1980年〕，およびその引用

文献を参照されたい。

（注2) Paukert, F.，勺ncome Distribution at 

Di妊erentLevels of Development: A Survey of 

Evidence，＇’ International Labour R叩 frw，第108巻

第2,3号， 1973年8,9月／Ahluwalia,M. S.，“In-

equality, Poverty and Development，” Journal of 

Development Economics，第3巻第4号， 1976年12

月。

（注3）溝口・寺崎前掲論文。

（注4〕 向上論文 393ページ。

（注5) アーノレワリ 7等の研究では，ある国につい

て2時点以上のデータが得られる場合にも特定の園に

ウェイトがかかりすぎないようにするために 1時点の

みを選択している。

（注6) Kravis, I. B.; A. Heston; R. Summers, 

World Product and Income: International Com-

parisons of Real Gross Product，ボノレチそ 7,Johns 

Hopkins University Press, 1982年。

（注 7) Kuznets，前掲論文。

（注8) Kakwani, N. C., Income Inequality and 
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Ⅰ　経済発展と所得分布の不平等
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Poverり：Methods of Estimation and Policy Ap-

plications, ＝－ ュ－ "' -? , Oxford University Press, 

1980年。

I 経済発展と所得分布の不平等

1. 国別分析

第 1表は各国のジニ係数と 1人当り GNPを示

しており，第2図はそれを図に表わしたものであ

る。ただし第2図では 1人当り GNPをusドル

に変換し，さらに自然対数をとっている。第2閣

から，閑によって最高のジニ係数を示す 1人当り

GNPの水準は異なるが，日本，韓国，マレーシ

アなどは逆U字型を示していることがわかる。ま

た，マレーシアの場合には，不平等度が十分には

低下しておらず，逆U字型の左半分のみが現われ

1956 
1957 
1958 
1959 
1960 

第2函ジニ係数と 1人当り GNP

ジニ係数
t 

0.5 

汁川内
0.4 

日目3

5 6 7 8 

1)、当り GNP 

（出所） 第 1表と同じα

（注） 横軸は 1人当りGNPをusドルに為替レー
トで変換して，自然対数をとっている。

た段階である。

サンフ。ルは少ないが，国別に逆U字型の回帰分

第1畿ジニ係数と 1人当り GNP

ト日本｜ 韓 国 〕 ｜ 台湾 lタイJ叶品.r~ii時トベt:1：イ1叫斗品
1 :::1 :::1 I I 

1961 
1962 
1963 
1964 
1965 

1966 
1967 
1968 
1969 
1970 

1971 
1972 
1973 
1974 
1975 

1976 
1977 
191s I 
1979 i 
1980 I i 

CU1所） 補論Iのそ子文献から作成。

ヲ8

0.382 551. 3 
0.357 617.9 
0.358 677. 6 
0.348 706.4 0.343 

0.351 878.4 0.396 
0.349 953.0 0.425 
0.357 1,096.4 0.425 
0.355 1,184.6 0.355 

0.369 1,181. 7 0.365 
0.334 1,271.2 
0.325 1,333.7 

0.413 

0.360 17.9 
115. 0 

0.358 20. 1 
131. 7 
145. 1 0.362 23.0 
163.4 I o. 426 
173.5 0.321 26. 1 

186. 8 
0.318 31. 7 

0.319 34.4 

0.307 40.2 

0.306 48.5 

0.303 

4,334 

0.498 1,348 

0.505 1,477 

0.498 1, 736 

。岨 509 1,955 

o. ,193 I 2,242 
9,530 
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析を行なった。回帰式は次のとおりである。

Gini=c十店PCY十PPCY2 

ここで PCYは1人当り GNPを示す。クズネッ

ツ曲線が逆じ字型になるのはαが正， Fが負の時

である。なぜクズネッツ曲線を 2次曲線とするか

についてはt比判もあるが〈注 1），ここではアールワ

リアに従った位2〕。実際には，アールワリアは 1

人当り GNPの対数をとっており，本稿でもそれ

を試みたが，よい結果は得られなかった。また，

アールワリアは説明変数として，農業の GDPや

雇用lこ占めるシェア，識字率，都市人口の比率，

人口増加率などを加えており，本稿でも同様の変

数を説明変数に加えて回帰分析を行なったとこ

ろ，農業の GDPに占めるシェアのみが有効であ

った。

結果は第2表に示されている。 α，Fの符号条

件の合わなかったタイについては除外しである。

日本，韓国およびマレーシアについてはα，Fの

推計程が5～10むの水準で有意である。ただし，

R＇は日本の場合， 0.264と高くない。台湾につい

ては， GDPに占める農業のシェアを入れた場合

にのみαが正， Pが負となった。しかし，その場

合でも αとFのt値は高くない。農業シェアの係数

0.0159は農業シェアが l：；下がるごとにジニ係数

も0.0159下がることを意味している。第2表中の

「転換点」はジニ係数が最大となる 1人当り GNP

の水準を示しており，説明変数に農業シェアを含

む場合はそれを一定にした時の値である。台湾の

値が2405.3US~,i, C対数をとると7.79, NTドルでは9

万1401）と非常に高く，いまだ「転換点」を越えて

いない結果となっている。これは説明変数に農業

シェアを加えたことにより「転換点Jを右方向に

シフトさせたためと考えられる（注3）。

サンフ。ル数が少ないという難点はあるものの，

国別にはある程度，逆U字型が確認された。次に

は，これら全体から逆U字型が見出されるか検討

する。

2. 為替レートによ=5国際比較

第2悶からもわかるように為替レートで変換し

た場合には，第 1図に示したような逆U字型とは

なっていない。実際，各国のデータをプールし

て，前項と同様の回帰分析を行なってみても，農

業シェアを説明変数に加えない限り有意な結果は

得られなかった。 さらに東アジア諸国（日本，台

湾，韓同〕を 1とし， その他を Oとするダミー変

数を説明変数に加え回帰分析を行なづた。第3表

第23受各国のクズネッツ曲線

説明変数 R' 転換点

1975年価格

(USドル〉

日 I p I GDPに占
1人当り I C 1人当り ｜ める農業の
GNP I GNPア｜ シェア

C 

定数
〔F値〕

日 本 0.2817＊料｜ 0.0586＊キ 一O附料｜ 0.2640 2,790.5 

&~- 095) C~:428§ (-2. 499) 〔3.153勺
国 - 8313 . 992 * -12. 785本 0.5210 312.5 

(-1. 854) (2. 726〕8 (-2: ~~~？ 〔3.7191 〕
マレーシア 0. 1264 1. 019 ** 一0. キ 0. 705 755. 7 。(1. 155) Cl-16i5 〕 (-2. 95~6 〔6.977＊〕
f, 句 湾 - 1629 . 31 -0.06 0.0159榊 0. 8872 2,405.3 

( -0. 506) 〔0.754〕 (-0. 384) (2. 702〕 〔29.854料ネ〕

（出所〉 筆者作成。

（注） 回帰分析に用いたデータの単位は， 1人当り GNPは1975年価格の usドルで表わされ，単位は 1,000であ
る。 GDPに占める農業のシェアの単イ立は%である。
* 10%水準で有意。 林 5宇ら水準で有意。 料キ 1%水準で有意。 かっこ内は t値。
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籍3褒為替レートによる国際比較

明変数 ｜ 

o｛当り i；~議去 i 事？空ア・｜
GN )2 I シェア ｜ 7～一 ｜ 

ー0.0173榊｜ 0. 01(）（）柿本｜ ← ｜ 

(-2. 303〕 I (5.479〕｜｜
-0. 0136材｜ 0.0078＊料 i-0. 0610柿本｜

（一2.082〕｜〔4.681) ICー3.761〕｜

C I a I 

定 数 I1人当りGNPI

①式 I o. 0189 I o. 1173＊料｜

I CL 160) I (2. 828〕 l
②式 I o.1890料＊ I o. 09 5柑！

I (2. 892) I (2. 616) I 

（出所〉 筆者作成。
（注〉東アジア・ダミーは，日本，韓国，台湾をしその他を 0とする。

その他については第2表の（注〉と同じ。

説

はその結果である。

東アジア・ダミーを加えない場合にはαが1

4立， Pが5お水準で有意であり，加えた場合には

α，Fともに 5も乙"j:水準で有意となる。農業シェア

については，いずれも 1t~"j:水準で有意であるが，

東アジア・ダミーを加えた時には推計値は0.0100

から 0.0078へと低下する。東アジア・ダミーは

-0_ 0610であり，他の条件が等しければ，東ア

ジア諸国は東南アジア諸国に比べてジニ係数が約

0.06低いことを示しているほり。

「転換点」については約3400US~1＂となれこ

れは国別で見た日本の「転換点」より高いことに

なる。この理由としては，本節（注3）で述べた

ように農業シェアを説明変数に含んでいることが

挙げられる。

本項の分析では為替レートを用いた場合にも逆

U字型を見出すことができたο しかし，国際比較

に為替レートを用いることに対しては批判的な意

見も少なくない。たとえばアールワリアは「為替

レートは必ずしも購買力平価を反映しないため

に， GNPをusドノレに変換する際に為替レート

を用いることは明らかに誤差を持ち込むことにな

るJとしている位り。そこで次に同様の分析を購

貿カ平価を用いて行なうことにする。

60 

転換点

1975年価格

(USドル〉

3,390.2 

3,474.3 

R' 

〔F値〕
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3. 購翼力平価によ~国際比較

購買力平価はクレイヴィス等の推計を用い

たく性的。購買力平価で表わされる単位を以下では

アールワリア等にならってICPドルと呼ぶことに

する〔注7）。クレイヴィス等の研究では台湾が報告

されていないため，ここでは除外した。

第3図は第2図を ICPドルを使って書き直した

ものである。これらの図を比べると明らかなよう

に， ICPドノレで、表わした場合，各国の曲線は全体

として 1人当り GNPの狭い範聞に集まってくる

ことがわかる。これは先進国に比べて途上国の方

第3図ジニ係数と 1人当り GNP

ジニ係数

0.5 

メ：さ〉
0.4 

0.3 

6 8 

1人、＇jりGNP 

（出所〉 第1表と同じ。
（注） 機軸は1人当り GNPをICPドノレに変換して

自然対数をとっている。
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第4表購買力平価による国際比較

［定数 l ぷ l~I~協 I '!}{': I〔ユ〕日

①式 -0. 0379 0.1847*** -0. 0260料＊ 0. 0102*** 0.5275 3,551.9 
(-0. 3611 

ci:b~i~** 
(-3. 67~1 cg:gg~]2* 

〔11.418＊＊＊〕
②式 0.258 ** -0. 01 ** -0.0765紳＊ 0.7331 3,328.4 

(2.517) (2. 102) (-2. 220) (1. 902) (-4. 501) 〔20.227桝＊〕

1人数変当換りGNPを対

③式 0.0998* 0. 2107＊＊本 -0. 0704帥＊ 0.0115*** 0. 7061 4,465.8 

④式 C6:~m＊料 cz: 12~]8 12 *** 
(-4. 349§ 
-0.047料＊ c6: tM§ 0. *** -0. 0558料＊

(23.428＊＊＊〕
0.7855 3,846.9 

〔3.935) (3.306) (-3. 085) (2.980) (-3. 202〕 〔26.639林＊〕

（出所） 筆者作成。
（注） 第2,3表の（注〉を参照。

が，為替レートを用いると GNPを過小評価する

という傾向があるためである〔汁ι〕。

なる（注Il〕。

回帰分析の結果は第4表に示されている。第3

表と比べると①式のPの有意水準が上昇している

のを除くと α，Pの有意水準に変化はない(It9〕。

また転換点や，農業シェアの係数などについても

大きな差はない。為替レートの場合と購買力平価

の場合との大きな違いは，後者の場介には 1人当

りGNPを対数変換した式でも有意な結果が得ら

れたことである。しかも，対数変換したものでは

ダミー変数を除いて，すべての t値の絶対航が上

しており，また，決定係数も上昇しているα

前項の結果でも本項の結果でも，所得分布の不

平等度は 1人当り GNPの上井につれて逆U字型

に変化するものの，それは農業の GNPに占める

シェアによって影響されることが示された。本節

の結果では農業のシ且アが 1店<:,j:下がるごとに，ジ

ェ係数が 0.0042～0.0115下がることを示してい

るc もし，農業のシェアの低下が所得分布の不平

等！交を下げるような悶果関係があるならば〈自10),

不平等化は経済発展のある水準までは避けられな

いものではなく，農業のシェアを低下させること

によって「現実の転換点Jを平めることが可能と

（注 1) たとえば， Anand,S.; S. Kanbur，“Ine・ 

quality and Development: A Reconsideration，” 

H.P. Nissen編， Towards Income Distribution 

Policies: From Income Distribution Research to 

Income Distribution Policy in LDC's, テイノレバー

グ， EuropeanAssociation of Development Re-

search and Training Institutes, 1984年を参照され

TょL、。

〔注2〕 Ahluwalia，前掲論文。

（注3〕 いま，農業シェア （A）とl人当り GNP

(Y)の関係が次のように近似されるとする。

A=-aY十b, a,b>O (1) 

クズネッツ曲線に農業シェアを含める場合には，

Gini口一日Y'+pY+A+c, a,p>O (2) 

となり，（1）式を代入して

Gini＝ーαyz十月Y-aY十b十C

口一日y2十（p-a)Y十b十c (3) 

となる。（3）式は農業シェアを直銭含まない場合のタズ

ネッツ曲線である。（2),(3）式よりそれぞれの転換点は

次のようになる。

Y,=p/2日（4)

Y,=(p-a)/2日（5)

Y，は（2）式， Y，は（3）式に対応している。これから

Y,>Y, 

と ts:. ること泊~，っ泊、る。

（注4) この点はオーシマ（H.T降 Oshima）の指摘

と一致ずる。 Oshima,H. T吋“Income Inequality 

and Economic Growth: The Postwar Experience 

6r 
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of Asian Countries，＇’ Malayan Economic Rem・ew,

第15巻第2号， 1970年10月を参照されたい。

（注5) Ahluwalia，前掲論文， 313ページ，注8。

7ーノレワリ 7はこの論文では購買力平価を用いていな

いが，後の論文ではそれを用いている。 Ahluwalia,

M.S.; N.G. Carter; H.B. Chenery，“Growth and 

Poverty in Developing Countries，＇’ Journal of De-

velopment Economics，第6巻第3号， 1979年 9月。

（注6) Kravis他，前掲書。

（注7〕 Ahluwalia他，前掲論文。 ICPとはFレ

イヴイス等のプロジェクト名である“International

Comparison Project，，による。

（注 8) 為替レートで評価された GNPの ICPド

ルで表わされた GNPKこ対する比率は，日本： 0.91, 

マレーシ 7 : 0. 51，韓国： 0.39，タイ； 0.37となって

いる。

〔注9) ここでは台湾が除かれているが，為替レー

トのケースで台湾を除いても，変わりはない。

（注10) 所得分布の不平等度の変化を説明する要因

としては，いくつか溝口・寺崎前掲論文に挙げられ

てL、る。

（注11) ここで言う「現実の転換点」とは，本節（注

3）の（5）式の Y，を指している。

II 絶対的貧困化

エーデルマン（I.Adelman）ニモリス（C.T. 

Morris）は，発展途上国では相対的不平等のみな

らず，低所得層の絶対的貧闘化も生じているとし

た借り。これに対し，アールワリアはクズネッツ

仮説の検証に用いた各国 1時点のデータの国際比

較によって絶対的貧困化は起こっていないとし

た。本節では韓国，マレ｝シア，タイの時系列デ

ータを用いてそれを検討する。

第5表は下から 5番目までの十分位の実質世帯

所得（1975年価格， ICPドル）を示したものである。

まず，韓国で実質所得が低下しているのは， 1969

年と71年の第 I十分｛立， 69年の第3十分位， 68年

と70年の第4十分位および70年の第5十分位であ
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韓

第5表低所得層の実質所得

（単位： ICPドル， 1975年価格〕

I 十分位

第 1I第 2I第 3I第 4I第 5

国｜印刷 649.61 701. 311, 189. 9比2回 411,396.6
1196引783.211,081. 411, 283. 2!1, 804. 411,979. 1 
1196矧861.叩，197.Oil, 637. 811,787.0民159.9
I 19691 802. Oil, 449. 611, 611.叩，085.9仏364.5
I 19701 908. Oil, 452. 911, 726.到1,956.312,284. 4 
I 19711 901. 311, 522. 811, 933.引2,278. 712, 620. 3 

マレーシアI19571 504. 311, 190. 511, 486. 511, 782. 612, 17 4. 3 
I 19671 366. 11 896. 211,217.911, 553. 3Jl, 848. 7 
I 19701 355. 21 894. 311,262. 111,659. 412, 030. 0 
I 19731 409. 911,029. 511, 454. 111,910. 812, 441. 5 
I 19761 419. 511,070.創1,545. 812, 067. 412, 684. 1 
I 19791 536. 9Jl, 357. 611,933. 312, 5回.9臥290.0

タ イ119621675. 91 728. 61 747. 91 761. 91 826. 9 
I 19691 423. 51 988. 111,259. 311,523. 911,807. 9 
I 19751 426. 611,011. 811,320. 211,628. 211,964. 6 
119811 394. 81 949. 411,263. Oil, 581. 911, 935. 6 

（出所）補論Iの各文献から作成。
（注〕第i十分位（i =l,2，…・， 5）は，世帯所得
の低い方から lO(i-1）%から 10i %までの
世帯をさす。

る。このうち最も下落率が大きいのは1969年の第

1十分位と70年の第4十分位であり，約7~：~低下

している。

マレーシアは1957年から67年にかけて五つの十

分位すべてで低下している。その低下率の最も高

いのは第 1十分位の27.4i"j:であり，最も低いとこ

ろでも13r,"j:に達している。 1957年の水準に戻るの

は73年頃からであるが，それでも第 1十分位はい

まだ19i'";i:程度低い。第 1十分位が1957年の水準を

回復するのは79年になってからである。

タイについては1962年から81年にかけて第 1十

分位の所得が低下傾向にあり， 81年には62年の約

6者rjにまでなっている。それ以外の階j国で所得が

低下するのは1975年から81年にかけてで，この時

期にはどの階層も実質所得の低下を経験したこと

になる。

韓国については実質所得の低下した階層も少な

く，またその低下率も低いため，絶対的貧困化が
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起こっていたとは言い難いο しかし， マレーシ

ア，タイについては，その低下率も大きく，また

その期間も長いことから，絶対的貧困化が起こっ

ていると結論してよいだろう。

（注1) Adelman, I ; C. T. Morris, Economic 

Growth a托dSocial Equity 切 DevelopingCoun-

tries，λ タンフォード， StanfordUniversity Press, 

1973年。

m ローレンツ曲線の「査み」

経済発展と所得分布の関係で，不平等度の他に

問題となるのはローレンツ曲線の「盗みJである。

この概念はカクワニによってクズネッツの「中所

得層」に関する指摘を検証するために導入され

た（注 I）。クズネッツの指摘とは，発展途上国では

高所得層への所得の集中率が先進国よりも高く，

また低所得層の所得シェアも発展途上国の方が高

い，というものである。このことは逆にぎえば，

発展途上国では「中所得層」の所得シェアが低く，

発展とともにそれが増加するということである。

この変化をカクワニはローレンツ曲線の「査み」

によって計測できることを示した。この「査み」

はローレンツ曲線をある関数で表わした時の係数

の比によって示され，本稿ではこの比のことを

「歪み」指数と呼ぶ惟幻。この指数が大きければ

大きいほど「中所得層Jの所得シェアが小さいこ

とを示す。つまり，もしクズネッツの指摘が正し

ければ， 経済発展が進むにつれて， 「歪み」指数

はノトさくなる。

ローレンツ曲線の「査み」を計測するためには，

所得階層分類の細かいデータが必要であり，デー

タの制約から本節の対象をタイとマレーシアに限

定した。タイについては地方別のデータを，マレ

ーシアについては人種別のデータも用いた。第6

表にその結果が示されている。

まず，マレーシアについて見る。クズネッツの

指摘どおりに「歪み」指数が1957年から70年にか

けて小さくなっているのは，全地域の全人種，都

市部のマレー人，農村部の各人種であるo 人種別，

地域別に分解した場合， 「中所得層Jの所得シェ

第 6吉援 ローレンツ曲線の「奈みJ指数

マレーシア

種｜
全 地 城市 都 市 部 i縫 村 部

人
1970 1957 1970 1957 1970 

l. 032 0.977 0. 978 
0. 996 0.945 0.880 0.997 0.945 
1.035 0.988 1. 032 1. 027 0.960 
1. 053 0.963 1. 009 0.981 0.842 

1969 1975 1981 1969 1975 1981 1969 1975 1981 

1.114 1. 047 1. 065 1. 123 1. 084 l. 042 1.090 1. 035 1. 068 
1.127 1. 069 1. 031 1.133 1.085 1.039 1. 134 1. 041 1. 002 
1.106 1. 053 1. 020 1.125 1. 074 0.97ら 1.101 1. 046 1. 042 
1.139 1. 026 1. 052 1. 255 1.180 1. 053 1. 097 1. 022 1. 048 
1幽 069 1. 070 1.107 l. 183 1. 072 1.087 1. 043 1. 063 1.103 
1.116 1. 063 1.114 1. 121 1. 080 1. 149 1. 061 1. 057 1. 104 

（出所） ：筆者作成。
（注〉 ＊ 都市部十農村部。
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アが増える方向にローレンツ曲線が変化している

例は多くない。次に人種別に見ると，平均所得が

マレー人よりずっと高い華人の方が「中所得層」

の所得シェアの低い分布になっている。また，都

市部と農村部を比較すると， 1970年の全人種，華

人，インド人の場合には農村部の方が「中所得層」

のシェアが高い形になっている。

一方，タイの場合には1969年から81年にかけて

「中所得層」のシェアが上昇しているケースが多

い。そうでないのは東北部の全地域と農村部，南

部の都市部と農村部の四つの例にすぎない。地方

別に見ると 1981年には所得水準の高いバンコクや

中央部の値は小さくなっているが，その他の年に

は所得水準と指数の聞にクズネッツの指摘する関

係はない。また，都市部と農村部の聞にもそのよ

うな関係は認められない。

以上のことから，全国で、見た場合にはクズネッ

ツの指摘するような経済発展と「中所得層」の関

係は認められるものの，人種間，地方問および地

域聞ではそのような関係は見出せないο

（注 1) Kakwani，前 掲 書 ， お よ び Kakwani,

N. C.; N. Podder，“Efficient Est也1ation of the 

Lorenz Curve and Associated Inequality Measures 

from Grouped Observations，” Econometrica，第

44巻第 1号， 1976年 1月。

（注2〕 この指数については補論nを参照された

L、。

おわりに

クズネッツ仮説の検証は，これまで国際比較を

中心に行なわれてきた。しかし，この方法では悶

によってデータの質が奥なるためにデータの性格

ら生じる乱れを含むことになる。本稿ではそ

のような難点を克服す也るために，溝口・寺崎の提
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案を採用し，国別の時系列データをプールすると

いう方法をとった。まず，各国別にはクズネッツ

仮説の成立するケースが多いことが示された。そ

して，それらをプールした場合，農業の GDPに

占めるシェアを説明変数として加えた場合にの

み，クズネッツ仮説が成立するのを見た。これは

為脊レートの場合でも，購買力平価の場合でも変

わらない。農業のシェアが説明変数のひとつであ

ることの意味は重要である。というのは，農業の

シェアの変化によってクズネッツ曲線の形も影響

を受けるわけであり，また「現実の転換点」も早

まる可能性があるからである。

本稿ではさらに絶対的貧困化が生じていること

を見た。これはエーデ、ルマンココモリスによって指

摘され，アールワリアによって否定されたもので

あるが，個々の国（本稿の場合にはタイとマレーシア）

ではエーデルマンココモリスと同様の結論となっ

た。

最後に「中所得層」の所得シェアが経済発展と

ともに増大するというクズネッツの指摘をカクワ

ニの-J;j法によって分析した。対象閣はタイと？レ

ーシアの 2闘であったが， 1国全体で見た場合に

はそのような傾向が見出せた。しかし，地方別，

地域別，人種別の段階では必ずしもそのような傾

向が見出せるわけではない。

所得分布の不平等度と経済発肢の関係の実証分

析には常にデータ上の制約という問題が付きまと

う。そのため本稿では農業シ 1 アの影響を除いた

時に逆U字型を見出すに留まっている。なぜ逆U

字塑となるかについては今後の課題としたい。

補論 I データの出所

1. ジエエ係数および十分位ヂータ

日本，台湾は， Mizoguchi, T., “Economic Deve-
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lopment Policy and Income Distribution: The Ex-

perience in East and Southeast Asia，” Developing 

Economies，第23巻第4号， 1985年12月。

韓国は， Mizoguchi,T; D. H. Kim; Y. I. Chung, 

“Overtime Changes of the Size Distribution of 

Household Income in Korea, 1963 71，＇’ D叩 ＇eloping

Economies，第14巻第3号， 1976年9月。

マレーシアは，池本幸生「マレーシアの所得分布に

関する一考察一一データの吟味と不平等化についての分

析一一J(Ii'アジア経済』 第26巻第11号 1985年11月〉。

タイは，池本幸生 キティ・リムスクル「タイにおけ

る所得分布と地方問・地域間格差一一1975/76年と81年

一一JC『アジア経済』第28巻第4号 1987年4月〕。

2. ローレンツ曲線の「歪み」の測定

マレーシアについては， Departmentof Statistics, 

Houselwld Budget Survey of the Federation of !'>fa-

Zaya 1957/58，クアラノレンプ－1レ，および， Anand,S., 

Inequality and Povげ tyin Malaysia: Afeasurement 

and D，ヲcomposition，ニューヨーク， Oxford Univer-

sity Press, 1983年に示されたデータを用いて筆者推計。

タイについては， 1975/76年と1981年のSocio-economic

Surveyのデータ・テー7＇を用いた。

3. 1人当り GNPおよび農業のシェア

日本については，総理府統計局編 『日本統計年鑑』

1965年， 68年， 72年， 76年版，および経済企画庁編『国

民経済計算年報』 1967年， 82年版，を用いた。農業のシ

ェアは GDPではなく NDPに占めるシェγを用いた。

台湾については， Council for Economic Planning 

and Development, Taiwan Statistical Data Boo是，

1979，台北，を用いたc 農業のシェアは日本同様， NDP

に占めるシェアである。

韓闘については， National Bureau of Statistics, 

Economic Planning Board, Korea Statistical Year-

book，ソウル， 1969年， 77年版，を用いた。農業のシェ

アは GNPiこ占める値である。

マレーシアについては， Department of Statistics, 

Statistical Handbook of l乍ninsular l'..talaysia，ク

アラルンプール， 1973年， 79年版／Asian Development 

Bank, Key Indicators of Developing ,'v!ember Coun・
tries of ADE，マニラ， 1974年， 76年， 83年版，および

Gill, M. S.，“Determinants of Economic Growth in 

Peninsular Mal旦ysia，”博士論文， GeorgeWashington 

University, 1982年。

タイについては， NationalStatistical O伍ce,Stati-

stical Yearbook，パンコク，1963年， 70--71年， 81-84年版，

および ADB,Key Indicators of Dι，eloping Member 
Countries of ADB，マニラ， 1972年， 83年版を用いた。

マレーシアとタイの場合，農業のシェアは GDPに占め

るシェアである。農業のシェアは固によって異なる概念

を用いたが，雇用のシェアと区ZIJするため本稿では「G

D Pに占めるシェア」と呼ぶことにした。

補論II ローレンツ曲線の「歪み」の測定（注 I)

高所得層と低所得層の所得シェアの高い「発展途上国」

型のローレンツ曲線と，「中所得層」の所得シェアの高い

「先進国」型のローレンツ曲線は，それぞれ第4図の I， 

Hのように描くことができる。この図は所得の低い方か

らa伝の世帯の所得シェアが「途上国」ではd院と「先

進国Jのc伝を上まわっていることを示している。また，

所得の高い方から（100-b）伝の世帯でも「途上国jで

は（100-e) t；：と「先進国」の（100-f〕伝を上まわっ

ていることを示している。ローレンツ曲線Iは「ο点に

向かつて歪んでいる」と呼ばれるのに対し，曲線Hは「B

点に向かつて歪んでいる」と呼ばれる。これらの歪みは

ローレンツ曲線が対角線OBから最も離れる位置によっ

て表わすことができる。すなわち，第5図 の げ や π料

によってである。これらがO点寄りにあれば「途上国」

型， B点寄りにあれば「先進国」型ということになる。

このげやげ＊は次のようにして求められる。まず，

第5図のように対角線OBをπ軸とし，それとは垂直に

第4図

C (0, 100) 

。（0,0) α b 

B (100, 100) 

f 

A (loo, o) 

6ラ
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第5図
π 

一－＋ C 

A 

？？ 

守軸をとる。そしてローレンツ曲線を次式によって推計

する。

η＝Air≪（ゾEーのft, A，日， [3>0 (II-1〕

この関数型は点。と点Bを通ることを保証している。 π＊
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や π＊＊は守を最大にする点であるから， ( II-1）式を微

分することにより

π＊π料一三互竺一、／玄（a／戸〕
“ 日＋月一て耳育干工 C II -2) 

となることがわかる。 （a/p）がlの時には（II2）のお

辺の値は 1／、／玄となり，対角線OBの中点となる。す

なわち，「歪み」のない対称なケースである。（町／のが

1より大きい時には（II-2）の右辺の値は l/v'2より大

きくなり，「途上国」型になる。逆に（日／向が1より小

さい場合は「先進国」型になる。 この比率（古川〕が本

干潟で言う「歪み」の指数である。

（注 1) より詳しくは Kakwani，前掲書を参照さ

れたい。

〔付記〕 本稿は， 1985年度「アジア諸国における機

能的所得分配」研究会および特別海外共同研究「所得

分配と経済成長一一タイとマレーシアの比較一一」の

成巣の一部である。

（アジア経済研究所海外派遣員，在パγ コタ〉

訂正

本誌前号（第28巻第4号〕所収の「タイにお

ける所得分布と地方問・地域間格差Jの然者名

を次のように訂正します。

池本幸生 池本幸生
ーーーーー司令

キーティ・リムサグ γ キティ・リムスクノレ
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